様式第３号－３


募集主は以下の点について誓約します。
１　募集主又は募集受託者に、職業安定法その他次に掲げる労働関係法令に係る重大な違反がないこと。
  　　  ①　労働基準法第117条及び第118条第１項（同法第６条及び第56条に係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第121条の規定（これらの規定が、労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第44条（第４項を除く。）により適用される場合を含む。）
②　労働者派遣事業の適正な運営の確保及び派遣労働者の保護等に関する法律第58条から第62条までの規定
③　港湾労働法第48条、第49条（第１号を除く。）及び第51条（第２号及び第３号に係る部分に限る。）の規定、並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定
④　建設労働者の雇用の改善等に関する法律第49条、第50条及び第51条（第２号及び第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第52条の規定
⑤　中小企業における労働力の確保及び良好な雇用の機会の創出のための雇用管理の改善の促進に関する法律第19条、第20条及び第21条（第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第22条の規定
⑥　育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律第62条から第65条までの規定
⑦　林業労働力の確保の促進に関する法律第32条、第33条及び第34条（第３号を除く。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第35条の規定
⑧　外国人の技能実習の適正な実施及び技能実習生の保護に関する法律第108条、第109条、第110条（同法第44条の規定に係る部分に限る。）、第111条（第１号を除く。）及び第112条（第１号（同法第35条第１項の規定に係る部分に限る。）及び第６号から第11号までに係る部分に限る。）の規定並びにこれらの規定に係る同法第113条の規定

２　募集受託者は、１のほか、精神の機能の障害により労働者の募集を行うに当たって必要な認知、判断及び意思疎通を適切に行うことができない者でないこと。                 






記　載　要　領

委託募集に係る許可申請・届出は、
①募集事業所の所在する都道府県の区域内を募集地域とするもの
②募集事業所の所在する都道府県の区域以外の地域を募集地域とするもの（以下「自県外募集という。）であって、厚生労働大臣あての許可申請・届出を要するもの
③自県外募集であって、都道府県労働局長あての許可申請・届出を要するもの
　の別に記載・作成すること。

（様式第３号－１）
１　表題に関する事項
　　該当する表題以外の表題について抹消すること。
２　申請者に関する事項
　イ　「管轄都道府県労働局名」欄は、募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局名を記載すること。
　　　なお、募集受託者が募集主に代り、複数の募集事業所に係る許可申請・届出（自県外募集に限る。）を１つの募集事業所の所在地を管轄する都道府県労働局の長にまとめて行う場合であって、募集事業所の所在地管轄労働局が全国に及ぶ許可申請・届出については、同欄に「○○県を除く46都道府県労働局」等と記載しても差し支えないこと。
[bookmark: _GoBack]
　ロ　「申請年月日」欄は、申請者（募集主又は募集受託者）が管轄労働局に申請書を提出する年月日を記載すること。
　ハ　「申請者又は代理申請者」欄には、申請者又は代理申請者の住所（法人又は団体にあっては本店又は主たる事務所の所在地）を記載し、及びその氏名（法人又は団体にあってはその名称及び代表者の氏名）を記載すること。さらに、申請者が「募集主」又は「募集受託者」のいずれに該当するかについて○で囲むこと。
３　募集主に関する事項
　　①　「Ａ　募集主」欄のうち「募集事業所」欄には、募集に応じた労働者が就業することとなる事業所を記載し、「所在地」欄には、その所在地又は住を記載すること。
　　②　「Ｂ　事業の内容」欄は、年間を通じて収益の多い事業を記載すること。
　　③　「Ｃ　現在の労働者数」欄は、申請書を作成する月の前月末現在に在籍する労働者数を記載すること。
４　募集内容に関する事項
　　「Ｅ　業務内容」欄は、応募者が従事すべき業務の内容について、職場環境も含め可能な限り具体的かつ詳細に記載すること。
　　「Ｆ　募集条件の概要」
　　①　「賃金」欄は、募集する者の月給、日給、時間給制の賃金を記載すること。
　　②　「勤務時間」欄は、始業時間及び終業時間並びに休憩時間を記載すること。
　　③　「各種保険」欄は、当該申請者が加入している保険をそれぞれ○印で囲むこと。
　　④　「その他」欄は、時間外労働、休日労働及び賞与の有無を○印で囲むこと。

（様式第３号－２）
　募集受託者及び募集地域別人員に関する事項
　　募集事業所ごとに記載・作成するため、「募集事業所名」を記載するとともに、「募集受託者の名称」、「所在地」、「代表者氏名」の各欄は、募集受託者に関し、所定事項を記載すること。
　イ　「募集先都道府県」欄は、募集事業所に係る募集行為を行う地域（募集地域）の都道府県名を記載すること。
　ロ　「募集人員」欄は、当該都道府県で募集しようとする人員数を記載すること。
　ハ　「募集従事者名（年齢）」欄は、募集に従事する者の氏名、年齢を記載すること。
  ニ　「身分、地位」欄は、「庶務課長」「○○係」のように団体における職階を記載すること。
　ホ　「勤務した年月日」欄は、当該募集受託者に採用された年月日を記載すること。
　へ　「住所」欄は、申請書の提出時現在における募集従事者の居所を記載すること。
　ト　「報酬」欄は、募集従事者に支払われる１人当たり報酬予定額を記載すること。


